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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第64期
第２四半期
連結累計期間

第65期
第２四半期
連結累計期間

第64期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 25,708 35,471 59,634

経常利益 (百万円) 1,012 4,043 4,483

四半期(当期)純利益 (百万円) 515 2,327 2,256

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 401 2,323 2,124

純資産額 (百万円) 58,422 61,796 59,616

総資産額 (百万円) 66,174 71,864 70,571

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 12.75 58.82 56.39

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― 58.48 ―

自己資本比率 (％) 87.1 84.8 83.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,962 △572 4,747

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,515 426 △2,668

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,113 △185 △1,705

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 10,279 8,971 9,264

　

回次
第64期
第２四半期
連結会計期間

第65期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 10.77 40.13

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２  売上高には、消費税等は含まれていません。

３  第64期第２四半期連結累計期間及び第64期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載していません。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業等のリスクに重要な変更及び新たに生じたリ

スクはありません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等は行われていません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断した

ものです。

（１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、復興需要が下支えとなるなか、海外経済の軟化に

伴い輸出・生産が弱まり、緩やかな回復基調から踊り場局面に転じました。設備投資や企業収益、個人

消費等につきましても持ち直しが続いておりましたが、このところ弱い動きが見られるようになり、欧

州債務問題による海外経済の減退や長期化する円高に加え、領土問題に端を発した中国ビジネスの停

滞懸念等、景気の先行きは依然として不透明な状況にあります。

当業界におきましては、住宅取得支援策や復興需要等を背景に住宅投資が緩やかな回復基調で推移

いたしました。機械受注や工作機械には一部弱い動きがあるものの、スマートフォンやクラウド向け市

場の活況により情報通信向け製品が好調に推移し、全体としては堅調な結果となりました。

このような状況下にあって当社グループは、成長分野である環境配慮型製品の投入を積極的に行う

とともに、営業面につきましても太陽光発電システム関連製品等の拡販に尽力してまいりました。ま

た、震災の影響で抑えられていた昨年度からの設備投資ニーズが顕在化し、高圧受電設備や配・分電盤

が好調に推移したほか、好調である情報通信市場におけるキャビネット案件が寄与した結果、売上高は

35,471百万円と前年同四半期比38.0％の増収、営業利益は4,106百万円と同284.3％の増益、経常利益は

4,043百万円と同299.3％の増益、四半期純利益2,327百万円と同351.9％の増益となりました。

なお、当社グループは「配電盤関連事業」の単一セグメントで事業活動を展開しており、セグメント

ごとの業績は記載を省略しているため、製品部門別の業績を示すと次のとおりです。

（イ）配電盤部門につきましては、接続箱や集電箱等の各種太陽光発電システム関連製品を充実させる

とともに、固定価格買取制度対応高圧受電設備を市場投入いたしました。これら製品の拡販に努

め、配・分電盤等が好調に推移した結果、売上高は13,739百万円と前年同四半期比26.5％の増収

となりました。

（ロ）キャビネット部門につきましては、分電盤用自立キャビネットのモデルチェンジやキー付耐候プ

ラボックス等を発売いたしました。蓄電池収納キャビネットやプラボックスの拡販に努め、情報

通信向けのキャビネット案件が寄与した結果、売上高は17,516百万円と前年同四半期比69.5％の

増収となりました。

（ハ）遮断器・開閉器部門につきましては、「プチスリム」の機種追加や業界最小サイズでありながら

高速遮断、安全な開閉を実現した太陽光発電システム用接続箱の直流開閉器を発売いたしました

が、昨年先行した復興特需が一段落し、売上高は2,013百万円と前年同四半期比15.0％の減収とな

りました。
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（ニ）パーツ・その他部門につきましては、屋外で使用されるキャビネットの内部を冷却する屋外電子

クーラ「ペルクール」やキャビネット固定用絶縁ポスト等を発売し、バリエーションの充実に努

めた結果、売上高は2,201百万円と前年同四半期比2.8％の増収となりました。

　
（２）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ1,293百万円増加し、71,864百万

円となりました。主な要因は、売上高の増加により受取手形及び売掛金が4,050百万円増加し、有価証券

が2,506百万円減少したことによるものです。

負債は、前連結会計年度末と比べ887百万円減少し、10,067百万円となりました。主な要因は、支払手

形及び買掛金が748百万円減少したことによるものです。

純資産は、前連結会計年度末と比べ2,180百万円増加し、61,796百万円となりました。剰余金の配当に

よる395百万円の減少があったものの、四半期純利益の計上による2,327百万円の増加があったためで

す。

　
（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計

年度末に比べ293百万円減少の8,971百万円となりました。

なお、当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のと

おりです。

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローは△572百万円（前年同

四半期4,962百万円）となりました。

これは、税金等調整前四半期純利益4,030百万円の計上に対し、減価償却費の計上1,086百万円など

による資金の増加があった一方で、売上債権の増加4,049百万円や法人税等の支払額1,553百万円な

どによる資金の減少があったことによるものです。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において、投資活動によるキャッシュ・フローは426百万円（同△

2,515百万円）となりました。

これは主に生産設備合理化のための有形固定資産の取得による支出1,645百万円、投資有価証券の

取得による支出701百万円、当社の非連結子会社である日東工業（中国）有限公司への貸付による支

出754百万円などによる資金の減少があった一方で、投資有価証券の売却による収入3,498百万円な

どによる資金の増加があったことによるものです。

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において、財務活動によるキャッシュ・フローは△185百万円（同△

1,113百万円）となりました。

これは主にストックオプションの行使による収入235百万円による資金の増加があった一方で、配

当金の支払額394百万円などによる資金の減少があったことによるものです。
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　
（５）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は706百万円です。

　
（６）生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、販売の実績が著しく増加しています。これは、主に情報通信分

野におけるキャビネット関連製品の大型案件によるものです。

　
当第２四半期連結累計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。

　

部門別

前第２四半期
連結累計期間

(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期
連結累計期間

(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

配電盤
関連事業

配電盤 10,861 42.3 13,739 38.7

キャビネット 10,335 40.2 17,516 49.4

遮断器・開閉器 2,369 9.2 2,013 5.7

パーツ・その他 2,141 8.3 2,201 6.2

合計 25,708 100.0 35,471 100.0

(注)　金額には消費税等は含まれていません。

　
（７）経営者の問題認識と今後の方針について

国内設備投資につきましては、東日本大震災からの復興需要等で回復の兆しがあるものの、製造業の

海外シフトが一段と進む傾向もあり、引き続き厳しい状況が続くものと予想されます。これらの状況を

踏まえ当社としましては、企業体質の強化に向けた経費削減・原価低減活動等のたゆみない努力に加

え、情報通信分野を中心とする伸長分野、成長著しい海外市場ならびに再生可能エネルギー・電気自動

車等、新規事業分野へ積極的に関与していくことを考えています。

また、当社グループの持続的な成長を図るうえでは、将来を俯瞰した次の諸施策に引き続き取り組ん

でまいる所存です。

　
１．多様化するニーズに対応できる次世代技術の構築

２．製品需要の変動に柔軟に対応できる最適生産体制の構築

３．海外事業展開の拡大

４．良質なビジネスモデルの継承・発展

５．更なる顧客志向企業への変革

６．成長戦略に対応できる人材・組織の構築

７．事業と環境活動を融合させた環境経営の実行

８．製品開発から物流までコスト構造の改革
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 96,203,000

計 96,203,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 43,000,000 43,000,000

東京証券取引所
（市場第一部）
名古屋証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株です。

計 43,000,000 43,000,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年９月30日 ― 43,000 ― 6,578 ― 6,986
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

名東興産株式会社 愛知県瀬戸市東横山町75 6,778 15.77

日東工業取引先持株会 愛知県長久手市蟹原2201 1,689 3.93

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１－８－11 1,653 3.85

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 1,586 3.69

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口)

東京都港区浜松町２－11－３ 1,163 2.71

有限会社伸和興産 愛知県瀬戸市東横山町100 1,050 2.44

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１－３－３ 1,000 2.33

日東工業社員持株会 愛知県長久手市蟹原2201 997 2.32

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１－２－１ 842 1.96

公益財団法人日東学術振興財団 愛知県長久手市蟹原2201 779 1.81

計 ― 17,540 40.79

(注)  1 当社は自己株式3,216千株（7.48％）を所有していますが、上記の大株主から除いています。

2 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点２位未満を四捨五入して表示しています。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

3,216,000
― 　

完全議決権株式(その他)
普通株式

39,736,200
397,362 ―

単元未満株式
普通株式

47,800
― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 43,000,000― ―

総株主の議決権 ― 397,362 ―

(注)  1 「完全議決権株式(その他)」および「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が

それぞれ200株（議決権の数２個）および20株含まれています。

2 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式14株が含まれています。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日東工業株式会社

愛知県長久手市
蟹原2201番地

3,216,000― 3,216,0007.48

計 ― 3,216,000― 3,216,0007.48

　

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

なお、当四半期累計期間終了後、当四半期報告書提出日までの異動は次のとおりです。

　

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役
経営企画室長
兼 海外本部長
兼 国際部長

常務取締役
経営企画室長
兼 海外本部長

兼 生産本部副本部長

佐々木  拓郎 平成24年10月１日
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第４ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しています。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成24年７月１日

から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、栄監査法人により四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,162 4,568

受取手形及び売掛金 ※3
 17,390

※3
 21,440

有価証券 7,810 5,304

商品及び製品 2,896 3,124

仕掛品 2,227 1,799

原材料及び貯蔵品 2,144 2,273

繰延税金資産 937 975

その他 924 532

貸倒引当金 △148 △131

流動資産合計 39,344 39,886

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 8,262 8,449

機械装置及び運搬具（純額） 2,929 2,625

土地 9,229 9,236

建設仮勘定 794 1,092

リース資産（純額） 129 122

その他（純額） 536 698

有形固定資産合計 21,881 22,225

無形固定資産

その他 46 49

無形固定資産合計 46 49

投資その他の資産

投資有価証券 3,536 3,372

関係会社長期貸付金 － 739

不動産信託受益権 1,512 1,503

長期預金 700 700

前払年金費用 1,837 1,715

繰延税金資産 69 69

その他 1,654 1,614

貸倒引当金 △12 △11

投資その他の資産合計 9,298 9,703

固定資産合計 31,226 31,978

資産合計 70,571 71,864
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,702 2,954

短期借入金 100 100

未払法人税等 1,505 1,670

リース債務 34 36

賞与引当金 1,322 1,436

役員賞与引当金 38 25

移転損失引当金 21 －

繰延税金負債 0 －

その他 3,275 2,942

流動負債合計 9,999 9,164

固定負債

長期未払金 63 59

リース債務 94 86

資産除去債務 75 76

環境対策引当金 46 37

繰延税金負債 547 502

その他 128 140

固定負債合計 955 903

負債合計 10,954 10,067

純資産の部

株主資本

資本金 6,578 6,578

資本剰余金 6,986 7,049

利益剰余金 48,023 49,956

自己株式 △3,105 △2,877

株主資本合計 58,483 60,707

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 609 482

為替換算調整勘定 △356 △253

その他の包括利益累計額合計 252 229

新株予約権 180 150

少数株主持分 699 709

純資産合計 59,616 61,796

負債純資産合計 70,571 71,864
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

売上高 25,708 35,471

売上原価 18,649 24,805

売上総利益 7,059 10,665

販売費及び一般管理費 ※
 5,990

※
 6,559

営業利益 1,068 4,106

営業外収益

受取利息 58 40

受取配当金 30 31

不動産信託受益権収入 51 51

その他 79 111

営業外収益合計 219 235

営業外費用

支払利息 2 3

売上割引 142 169

為替差損 103 105

その他 26 19

営業外費用合計 275 297

経常利益 1,012 4,043

特別利益

固定資産売却益 44 4

投資有価証券売却益 16 －

受取保険金 － 26

特別利益合計 60 30

特別損失

固定資産除売却損 5 24

投資有価証券評価損 － 0

関係会社株式売却損 － 13

災害による損失 － 5

特別損失合計 5 43

税金等調整前四半期純利益 1,067 4,030

法人税、住民税及び事業税 544 1,718

法人税等調整額 △9 △34

法人税等合計 535 1,684

少数株主損益調整前四半期純利益 532 2,346

少数株主利益 17 18

四半期純利益 515 2,327
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 532 2,346

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △123 △126

為替換算調整勘定 △7 102

その他の包括利益合計 △131 △23

四半期包括利益 401 2,323

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 384 2,304

少数株主に係る四半期包括利益 17 18
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,067 4,030

減価償却費 1,233 1,086

のれん償却額 36 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △51 114

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △6 △13

貸倒引当金の増減額（△は減少） 29 △16

前払年金費用の増減額（△は増加） 121 121

受取利息及び受取配当金 △88 △72

支払利息 2 3

有形固定資産売却損益（△は益） △44 △1

有形固定資産除却損 5 21

投資有価証券売却損益（△は益） △16 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 0

売上債権の増減額（△は増加） 4,633 △4,049

たな卸資産の増減額（△は増加） △524 63

仕入債務の増減額（△は減少） 199 △735

未払消費税等の増減額（△は減少） △149 118

関係会社株式売却損益（△は益） － 13

災害損失 － 15

その他 △301 205

小計 6,147 905

利息及び配当金の受取額 90 78

利息の支払額 △2 △3

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,272 △1,553

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,962 △572

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △100 △100

定期預金の払戻による収入 30 100

有形固定資産の取得による支出 △639 △1,645

有形固定資産の売却による収入 59 27

投資有価証券の取得による支出 △2,714 △701

投資有価証券の売却による収入 1,727 3,498

貸付けによる支出 － △754

子会社出資金の取得による支出 △876 －

関係会社株式の売却による収入 － 8

その他 △2 △6

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,515 426

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △50 －

配当金の支払額 △446 △394

自己株式の取得による支出 △616 △0

ストックオプションの行使による収入 － 235

少数株主への配当金の支払額 － △8

その他 △0 △17

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,113 △185

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11 38

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,323 △293

現金及び現金同等物の期首残高 8,489 9,264

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

466 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 10,279

※
 8,971
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【会計方針の変更等】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

１  法人税法の改正にともなう減価償却方法の変更

当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月

１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更して

います。

この変更による当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に

与える影響は軽微です。

　

２  減価償却方法の変更

第１四半期連結会計期間より当社および国内の連結子会社において、建物附属設備を除く建物（以

下 建物本体）の減価償却方法を定率法から定額法に変更しました。

これは今後予定されている当社菊川工場での増築、連結子会社の工場新設を機に、減価償却方法を検

討した結果、建物本体は収益や設備の稼動状況に左右されず、長期安定的に使用され、使用期間を通じ

て生産性や収益性が大きく変動しないことから、定額法が資産の実態をより反映する合理的な方法と

判断したためです。

これにより、従来の方法に比べ減価償却費は８百万円増加しています。

この結果、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞ

れ８百万円減少しています。

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しています。

　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

    １  受取手形裏書譲渡高
　

　 前連結会計年度 当第２四半期連結会計期間

　 （平成24年３月31日） （平成24年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 135百万円 144百万円

　

    ２  特定融資枠契約の締結

当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と特定融資枠契約を締結しています。当

第２四半期連結会計期間末における特定融資枠契約に係る借入未実行残高等は次のとおりです。
　

　 前連結会計年度 当第２四半期連結会計期間

　 （平成24年３月31日） （平成24年９月30日）

特定融資枠契約の総額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 3,000 3,000
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※３  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しています。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形が、当四半期連結会計期間末日残高に含まれています。
　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

受取手形 480百万円 420百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりです。
　

　 前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

　 （自 平成23年４月１日 （自 平成24年４月１日

　   至 平成23年９月30日)  至 平成24年９月30日)

運賃 1,119百万円 1,347百万円

広告宣伝費 158　 144　

貸倒引当金繰入額 29　 △8 　

従業員給料 1,356　 1,424　

賞与引当金繰入額 388　 446　

役員賞与引当金繰入額 14　 25　

退職給付引当金繰入額 84　 86　

事業税 37　 44　

減価償却費 134　 144　

賃借料 155　 103　

研究開発費 771　 706　

のれん償却費 36　 ― 　

その他 1,702　 2,095　

計 5,990　 6,559　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は、次のとおりです。

　 前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

　 （自 平成23年４月１日 （自 平成24年４月１日

　 至 平成23年９月30日）至 平成24年９月30日）

現金及び預金勘定 6,676百万円 4,568百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △100　 △100　
取得日から３か月以内に償還期限の到
来する短期投資（有価証券） 3,702

　
4,502

　

現金及び現金同等物 10,279　 8,971　
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１  配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 445 11平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月31日
取締役会

普通株式 279 7 平成23年９月30日 平成23年11月30日 利益剰余金

　

３  株主資本の金額の著しい変動

(単位：百万円)

　 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 6,578 6,986 46,998 △3,080 57,483

当第２四半期連結会計期間末までの
変動額

　 　 　 　 　

  剰余金の配当 　 　 △445　 △445

  四半期純利益 　 　 515　 515

  連結範囲の変動 　 　 388　 388

  自己株式の取得 　 　 　 △616 △616

当第２四半期連結会計期間末までの
変動額合計

　 　 457 △616 △159

当第２四半期連結会計期間末残高 6,578 6,986 47,456 △3,697 57,324

※    当社の子会社である日東テクノサービス株式会社は、今後注力していく自動車関連事業の一部を担う子会社とし

て、同じく日東スタッフ株式会社は当社での派遣、請負が拡大したことにより、当社グループにおける重要性が高

まったため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めています。

この結果、利益剰余金は連結範囲の変動により388百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末において47,456百

万円となっています。

また、自己株式の取得額には、平成23年７月29日開催の取締役会決議に基づき、平成23年８月１日から平成23年９

月30日に取得した自己株式が616百万円含まれています。
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当第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１  配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 395 10平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年10月29日
取締役会

普通株式 596 15平成24年９月30日 平成24年11月30日 利益剰余金

　

３  株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、配電盤関連事業の単一セグメントで事業活動を展開しているため、セグメント情報の

記載を省略しています。

　

　
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 12円75銭 58円82銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益金額(百万円) 515 2,327

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 515 2,327

    普通株式の期中平均株式数(千株) 40,400 39,580

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 58円48銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益調整額(百万円) ― ―

    普通株式増加数(千株) ― 228

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

  ※前第２四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しないため記載していません。

　

　

　

２ 【その他】

平成24年10月29日開催の取締役会において、平成24年９月30日最終の株主名簿に記載又は記録された株

主又は登録株式質権者に対し、中間配当を次のとおり行う旨決議しました。

　 中間配当金総額 596百万円

　 １株当たりの中間配当金 15円

　
支払請求権の効力発生日
及び支払開始日

平成24年11月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年11月12日

日東工業株式会社

取締役会  御中

　

栄監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    澤    田          博    印

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    楯          泰    治    印

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    羽    田          勲    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日東
工業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平
成24年７月１日から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日東工業株式会社及び連結子会社の平成24年
９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・
フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しています。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

日東工業株式会社(E01759)

四半期報告書

21/21


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	会計方針の変更等
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

